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R＆D投資と有効需要＊

浄　土 渉

　本稿では，Ono（2001）にProduct　Variety　mode1を導入することによってR＆D補助金支出の有
効需要効果を検討する．消費の収益率である時間選好率に比べて貨幣保有の収益率である流動性プレ

ミアムが高止まりし続けるケインズ的不況定常状態において，中間財の新製品開発を刺激することを

通じて最終財企業の生産性を向上させるR＆D補助金支出は，結果として全体の中間財供給を減少さ

せる．これは中間財部門での労働需要を減少させ，それによって引き起こされる労働市場における需

給のインバランスの拡大がデフレ率を悪化させ，時間選好率の低下を通じて有効需要を一層悪化させ
る，

1．はじめに

　1990年以降，日本における不況の深刻化に伴い道

路，農業基盤整備，空港といった従来型の公共事業

に対する政府支出のみでは有効需要効果に対して限

界があり，新製品開発を生み出す可能性の高い情報

技術（IT）関連産業等を刺激することを通じて景気

回復を図るべきであるという論調が盛んになってき

た．しかし，そのほとんどの議論は伸縮的な価格調

整を通じて常に全ての市場で均衡が成立するという

新古典派経済を前提にしているD．その代表的な研

究として内生的成長モデルがあるが，そこでは基本

的に技術情報に関する知識の外部性が私的収益率の

過少評価をもたらし，それが政府に補助金政策の意

義を与える根拠になっている．そして新製品開発を

促進する補助金支出が経済成長率を上昇させ，それ

により最適な成長率が達成可能であることを強調し

ている．しかしそこでは，はじめから有効需要不足

の可能性を排除しているために，新製品開発促進政

策の景気への効果を分析することはできない2）．本

稿の目的は，失業を前提にしたモデルで景気の牽引

役としてIT関連産業に期待することが，経済学的

に正当化できるかどうかを明らかにしょうというも

のである31．

　そこで，本稿ではOno（2001）に中間財のProduct

Variety　mode1を導入することによってR＆Dを内

生化し，R＆D補助金支出の有効需要効果を調べる

ことにより，上記の政策的主張に理論的根拠を与え

ようというものである．家計の動学的最適化行動に

基づいて貨幣的不況モデルを構築したOno（2001）

は，政府支出政策や拡張的貨幣政策といった需要サ

イドを直接刺激する政策効果に焦点を置いており，

それらの政策が有効需要刺激政策として有効である

ことを明らかにしている．しかし，そこでは企業や

産業構造といった供給サイドを刺激する政策効果に

ついては理論的に考察していない．また，小野

（1994）では，魅力的な新製品開発が外生的に消費の

限界効用を増大させ，相対的に流動性保有への選好

を低下させることを通じて消費が刺激されるという

ことを明らかにしている．しかし，そこではR＆D

企業による新製品開発行動が内生化されていないと

いう問題点が残っている4）．本来ならば，R＆D企業

が利潤動機を背景に新しいデザインを生み出し，そ

れを製品化して新製品市場へ参入するというプロセ

スを内生化した上で，イノベーション促進政策の景

気への効果を考えるべきであろう5）．

　本研究では，次のことが明らかにされる．すなわ

ち，消費の収益率である時間選好率に比べて貨幣保

有の収益率である流動性プレミアムが高止まりし続

けるケインズ的不況定常状態において，中間財の新

製品開発を刺激することを通じて最終財企業の生産

性を上昇させるR＆D補助金支出は，結果として全

体の中間財供給を減少させる．これは中間財部門で

の労働需要を減少させ，それによって引き起こされ

る労働市場における需給のインバランスの拡大がデ

フレ率を悪化させ，時間選好率の低下を通じて有効

需要を一層悪化させる6）．

　本稿の構成は以下のようになっている．まず，2

節において家計，企業（最終財部門，中間財部門及び

R＆D部門），政府のそれぞれの行動を定式化する．
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3節ではマクロ経済の均衡条件を提示する．4節で

は不況定常状態が一意に存在するための条件を提示

し，そして不況定常状態での補助金支出によるイノ

ベーション促進政策の有効需要効果を検討する．最

後に，5節では本稿の結論が述べられている．

2．モデル

2．1家計の行動

　いま，代表的家計は貨幣」4dと収益資産Bから

成る総資産Aを保有し，収益資産からの収益と，労働

供給がによって得られる賃金から所得を得ている

としよう．そして，家計は名目市場利子率｛R（’）搾，

物価水準｛P（’）｝rおよび名目市場賃金率｛躍（の｝r

を所与として，これらの所得から定額税Zを除い

た収入を消費支出Pcか新規の資産保有オへと割

り振るとしよう7）．このとき，フローとストックの

名目表示の予算制約式は次のように表される8）．

．4＝1～B＋確～ε一Po－z，．4＝沸4d＋B

　ここで，家計は各時点において実質消費。と実質

貨幣残高〃〆から効用を得るとしよう．このとき家

計の動学的最適化問題は次のように定義される．

　　聡σ一∬［・（・）・・（が）］・一榴　（1）

　　　3！．詑＝槻＋2〃8－c－R〃2d一国　　　（2）

パ＞0，〃”＜0，π’（0）＝○○，〆＞0，〃”＜0

　　　　　1im雛．。。ガ伽d）＝β＞0　　　　　（3）

　　　　　　／ε＝min［ム，〆］・　　　　　（4）

ここで（2）式は実質値で表されたフローの予算制約

式であり，ρは一定の主観的割引率を，2〃は実質賃

金率（一己P）を，7は実質市場利子率（＝R一πρ）を，

またπρはインフレ率（＝PIP）を表している．（3）式

は実質貨幣残高が増大し続けても，人々の流動性選

好に飽和点が存在しないことを表している9）．最後

に，（4）式は労働供給の実現値に関する制約式であ

り，家計が保有する潜在的労働供給量五と企業に

よる労働需要量〆のうち少ない方で決まることを

表している．

　消費の限界効用の弾力性をθ＝一π”（c）cん’（c）

とおくと，この問題の一階の最適条件から，次の式

が求められる．

　　　ρ十θ（∂／c）十πρ＝R＝z〆（〃zd）／z〆（c）　　　（5）

　この式はケインズルールと呼ばれており，左辺は

インフレ率で調整された時間選好率を，右辺は消費

単位で測られた流動性プレミアムを表している．

2．2　企業の行動

　この経済の生産サイドは3部門から構成される．

すなわち，完全競争企業からなる最終財部門，独占

的競争の状態にある中間財部門，そして中間財の新

製品に関するデザインを創出するR＆D部門である．

ここでは，R＆D企業によっていったん中間財の新

製品に関するデザインが発明されると，その生産ノ

ウハウを記述した設計図が中間財企業に売却される．

それを購入した中間財企業は，労働のみを投入要素

とする規模に関して収穫i一定の生産技術に従って中

間財を生産し，それを最終財企業に売る．最終財企

業は利用可能な中間財を用いて均質な最終財を生産

し，それを家計に供給する．

2．2．1最終財部門

　いま，完全競争下にある最終財企業は差別化され

た多くの中間財ゐ（ノ＝0，…，η）から均質の最終財

Dを生産するものとしよう．そして最終財企業は，

次のような対称なCES型の生産関数に従うものと

する．

D一
i∬・5σ一1・／σの’）…1・＞1

（6）

ここでるは第ノ中間財を，ηは調達可能な中間財

の範囲を，またσは任意の2財間における代替の弾

力性を表している．（6）式は，ηが増えると中間財

の平均生産性が上昇するという特性を持つ且。）．

　第ノ中間財の価格を乃とおくと，費用最小化行

動から次の需要関数が求められる．

炉D［君／（∬月・レσ・の）即一の］一σ（・）

また，完全競争の仮定から，最終財の均衡価格Pは

単位当たり最小生産コストに等しくなることが保証

される．すなわち，次の式が求められる．

P一
i∬巧・のの）’ぺ’一の

（8）



2．2．2　中間財部門

　個々の中間財企業は，（7）式で与えられる需要関

数を制約として利潤を最大にするように価格を設定

する．ここで第ノ中間財企業は，次のような生産技

術に従うものとしよう．

認ノ＝島
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　　　　　また，参入した企業は線型の生産技術を用いて労働

（9）

ここで砺は第ノ中間財企業の労働投入量であり，

鵡は第ブ中間財の産出量である．

　砺を投入し」じノを独占的に生産する第ノ中間財企

業は，名目賃金率確と最終財価格Pが所与のもと

で，次のような利潤最大化問題に直面する．

　max」B必一鵬・
　P’
s．t．躍ゴ＝Z）（B／1））『σ

（10）

（11）

この問題を解くと，第ノ中間財企業は次のような均

衡価格をつける．

君＝［σ／（σ一1）］W （12）

名目賃金率Wは所与としているので，（12）式より

Pゴ＝乃　ゴ≠ブ　∀ガ，ブ （13）

／尺を投入することで中間財の新製品に関するデザ

インを発明することができるものとする．R＆Dに

よって生み出されたデザインは設計図として具現化

され，それはαという市場価値を持つとしようK2｝．

このとき，次のような自由参入条件が得られる．

（1一τ）αω≧σ　（カ＞0のときは常に等号が成立）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（17）

ここでτは補助金支出であり，αは労働生産性であ

る．この自由参入条件により，R＆Dのコストと設

計図の価値が関連付けられることになる．

　次に，設計図の市場価値αがどのように決定され

るかを考えよう．どの中間財企業も設計図の入札に，

自由に参加できるものとしよう．設計図の入札に関

する競争の結果，設計図の価値はその設計図を購入

した中間財企業に生じる利潤流列の割引現在価値

（＝中間財企業の価値）に等しくなる．キャピタルゲ

インを考慮すると，その設計図の所有者の総収益は

π．＋4となることから，資本市場における均衡にお

いて次のような無裁定条件が成立しなければならな

し、．

π絢＋4々＝γ （18）

が成立する．（13）式より，すべての中間財価格が等

しくなっているので，（11）式で与えられる需要関数

はすべての企業に関して同一になる．したがって，

（9）式と（11）式より

　（15）式と（16）式より，（18）式は次のように書き換

えることができる．

（D／ση）／4＋4／σ一γ （19）

∬」二ち・＝劣　　∀ノ （14）　　この式に従って設計図の価値σは通時的に変化し

　　　ていくことになる．

が成立する．（8），（10），（11）及び（12）式より，均衡

での実質利潤π．は次のようになる．

π，＝［ησ！（1　σ）D／（σ一1）］ω （15）

また，（8）式と（12）式より次のような実質賃金率ω

が求められる．

砂＝［（σ一1）／σ］η1！（σ一1） （16）

2．2．3R＆D部門

　企業はR＆Dに自由に参入できるものとする11）．

2．3政府の行動

　政府は，家計からgだけの定額税を徴収し，R＆D

企業に実質値でτωムだけの補助金を与えるものと

しよう．毎期ごとに均衡予算が成立しているものと

すると，政府の予算制約式はτωゐ＝2のようにな

る．

　　　　　　　3．マクロ経済均衡

　さて，ここでは各市場の均衡条件を考えよう．ま

ず，貨幣市場と収益資産市場から成るストック市場

において，需給の調整はそれぞれ完全であるとしよ
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う．このとき，それぞれ次のような需給均衡条件が

常に成立していなければならない．

瑠d一ルfSIP

　わ＝燗

（20）

（21）

ここでル1Sは一定の名目貨幣残高であり，ησは収

益資産の総供給量である．

　次に財市場の均衡条件を考えよう．最終財市場に

おいては，次のような市場均衡が常に成立している

としよう131．

ご＝D （22）

　最後に労働市場について考えよう．一般に，労働

市場では賃金改訂に時間がかかると考えられる．こ

のような労働市場における賃金調整速度の有限性を

考慮することによって，名目賃金率の調整過程を次

のように定式化する．

吻π！一α｛［（履＋αカ）／L］一1｝ （23）

ここでαは一定の賃金調整速度を，糊は中間財部

研　　究

門における労働需要を，そして碗はR＆D部門に

おける労働需要を表している，

4．不況定常状態とR＆D補助金支出

4．1不況定常状態

　経済が定常状態にあれば消費量ごと中間財の範

囲ηは一定となり，（16）式より物価は総蛍働需要と

総労働供給の乖離率に応じて（23）式を満たすように

一定率で変化していく．完全予見の仮定により，家

計はこれを正確に予想した上で消費水準。を一定

に保っている．

　ここで，定常状態における中間財の範囲ηを求め

よう．（5），（19）および（22）式より，定常状態におけ

る設計図の価値はσ＝c／ρσηで与えられ’る．この式

と（16）式を（17）式の自由参入条件に代入すると，

R＆Dが停止して中間財の範囲ηが一定になるのは

η≧万を満たすときに限ることがわかる．ただし，

πは次の式で与えられる．

万＝｛c／αρ（σ一1）（1一τ）｝（σ『1）〆σ （24）

以下の議論では，自由参入が完了した後の定常状態

について考える．そして，そこでは中間財の種類を

図1。不況定常状態と補助金支出の増加の効果

R

β／麗’＠

ρ

P－Y

E

↓

＊乏

π

π，

0 C＊＊ @＜一一一　　C＊ C



％；πで与えることにしよう．

　さて，（24）式と市場均衡条件を考慮すると，定常

状態におけるケインズルールは次の二つの式に分解

できる．
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　　　　　　　ρ十α｛｛c（σ一D！σ［αρ（σ一1）（1一τ）］〔1／σ）／」L｝一1｝

π曲線：1～；ρ十α｛｛♂σ一1）〆σ［αρ（σ一1）

　　　　（1一τ）］（1／σ）ノ2二｝一1｝　　　　　　　　　　　　　（25）

／曲線：1～＝〆（窺）／％’（c）　　　　　　（26）

もし〃zが十分に大きいならば，（3）式より／曲線は

次のようになる，

／＊曲線：R＝β／パ（c） （27）

　（27）式は，慢性的な有効需要不足が生じたときに，

それによるデフレーションによって実質貨幣残高が

増大し続けても，流動性プレミアムは正の値を保ち

続けることを表している．したがって初が十分に

大きいときのケインズルールは，次のように書き換

えられる．

ρ十α｛｛c｛σ一1》〆σ［αρ（σ一1）（1一τ）］〔1／σ）／先｝一1｝

＝1～＝β／z〆（c）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（28）

この式で決まる6は，〃3が十分に大きいときの定

常状態での均衡消費水準である．

　（28）式で決まる均衡消費水準が完全雇用を実現す

る水準に達しない条件は，次の二つの式で与えられ

る．

ρ＜β／z〆（o∫），　　ρ一α＞0 （29）

ここで。！≡［αρ（σ一1）（1一τ）］（1一σ）Lσ（σ一1｝は完全雇

用生産量である．

　この二つの条件が成立しているとき，有効需要が

永久に不足する定常状態，すなわち不況定常状態が

発生する．図1のEは（25）式のπ曲線と（27）式の

避曲線の交点によって与えられる均衡消費水準に

対応している．この均衡消費水準。＊が0＜c＊〈o／

の範囲内にあるためには，（29）式の二つの条件が必

要であることがわかる．また，図1のEで与えら

れる不況定常状態において，もし次の式が成立して

いるならば，横断性条件が常に満たされることがわ

かっている14）

＝R＝β／z4’（c）＞0 （30）

　次節では，（29）式と（30）式が不況定常状態におい

てすべて成立しているとして，R＆D補助金支出の

有効需要効果を検討しよう．

4．2　R＆D補助金支出の有効需要効果

　（27）式から明らかなように，／＊曲線は補助金支

出τの変化によって全く影響を受けない．したが

ってR＆D補助金支出の有効需要効果を調べるため

には，τの変化によって図1のπ曲線がR軸に沿

ってどの方向にシフトするかを調べれば十分である．

（25）式から，次の結果を得る．

認～敏1、・．，。繊。，＝一（αραo＊（σ一’）1σ／L）（（σ一1）／σ）

［αρ（σ一1）（1一τ）］1！σ一1〈0　　　　　　　　　　　　　　　（31）

　（31）式から，R＆D補助金支出の増加は図1のπ

曲線を常に下方ヘシフトさせ，それ，により有効需要

は。＊から6＊＊へと減少することがわかる15）．

　それでは，何故（31）式のような通常予想されるも

のとは反対の結果が出てきてしまうのだろうか．そ

れは，中間財の種類が増加すると最：終財企業の平均

生産性が上昇するという（6）式の特性に原因がある．’

このような特性を前提にすると，消費。が一定値に

留まり続ける不況定常状態においては，たとえ補助

金支出により中間財企業の数（あるいは，中間財の

種類）の増加によって最終財企業の生産性が上昇し

たとしても，消費。が停滞したままであることか

ら，結局。だけ生産する上で必要とされる中間財の

総量η∬が節約されるだけに終わってしまう16）．中

間財部門では，一単位の中間財は一単位の労働投入

によって生産される技術（すなわち，産出投入係

数＝1）を前提にしているので，環は全体の中間財

供給であるとともに中間財部門での雇用量にも対応

している．したがって，最終財企業の生産性上昇を

もたらすR＆D補助金支出により結果として全体の

中間財供給が減少することは，同時に中間財部門で

の雇用量が減少することにもなる17）．これは，（23）

式より，名目賃金率の下落率を一層高める．自由参

入が完了した後の定常状態では，（16）式より名目賃

金率と物価は平行して動くことから，デフレ率（物

価の下落率）も同様に一層悪化することになる．こ

れが（25）式で示される時間選好率の低下をもたらし，
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それにより消費は一層減少してしまうのである．

　以上の理由から，消費の収益率である時間選好率

に比べて貨幣保有の収益率である流動性プレミアム

が高止まりすることによワて慢性的有効需要不足が

発生するケインズ的不況定常状態において，中間財

の新製品開発を刺激することを通じて最終財企業の

生産性を上昇させるR＆D補助金支出は有効需要に

マイナスの効果をもたらすことになる18）．

5．結論

　本稿では，中間財の新製品開発を刺激することを

通じて最終財企業の生産の効率性を向上させるR＆

D補助金支出の有効需要効果を検討した．本研究に

より，不況政策としてのIT投資支援政策に関する

次のような含意が導かれる．すなわち，IT関連投

資への支援は，少なくとも有効需要が一定値に留ま

り続ける不況期においては，まず最終財生産の効率

性を向上させる．これは最終財企業にとって，一定

の有効需要に対応した生産をする上でより少ない中

間投入財で達成できることを意味する．その結果，

実際に中間財部門での雇用量は減少することになり，

このことが名目賃金率と平行して動く物価の下落率

を一層早め，時間選好率の低下を通じて消費を一層

減らしてしまうのである．したがって，IT関連投

資を支援することで景気回復を図るという政策的ア

プローチは，少なくともOno（2001）が想定している

ケインズ的不況定常状態においては，意図されたも

のとは反対の効果をもたらしてしまうことが本研究

から明らかにされたといえよう．

　（論文受付日年月日2000年3月6日・採用決定日
　2001年9月12日，大阪大学社会経済研究所・
　日本学術振興会特別研究員）

　注

　＊　本稿の作成にあたり，小野善康教授，二神孝一教

授および本誌の二人のレフェリーから数多くの貴重なコ

メントを頂いた．ここに記して，感謝の意を表したい．

　1）　新製品を生み出すR＆D競争と経済成長との関係

について議論した文献として，Romer（1987，1990），

Grossman　and　Helpman（1991），　Aghion　and　Howwit

（1998）等の内生的成長モデルがある．これらの研究は，

いずれも（非自発的）失業のない新古典派経済を前提にし

ている．しばしば，IT投資への支援は，設備投資を増加

させる需要増加政策であるとともに生産性を向上させる

供給促進政策でもあるといわれる．しかし，これは失業

を前提にしない内生的成長モデルから導き出だされる政

策的含意といえる．この点についてはレフェリーから指

摘を受けた．

　2）　このように，完全雇用を前提にしたモデルからは，

生産性に寄与するIT投資を支援することは経済学的に

も正当化される．しかし，需要が不足している不況期に

おいては，同様の政策的主張をすることはできない．そ

の理由として，もし需要が不足している不況期に経済全

体の生産性が向上すると，労働市場での需給のインバラ

ンスがさらに拡大する可能性があり，その結果不況が一

層悪化してしまうかもしれないからである．したがって，

現在のように不況に直面している日本において，IT投

資促進政策の景気への効果を分析するためには，失業を

前提にしたモデルで考える必要がある．

　3）90年代後半に入ると，日本は景気刺激政策として

IT関連産業を支援する政策を推進した．その政策は，

ITブームに拍車をかけ，少なくともハイテク産業にお

いて雇用創出に寄与した．しかし，それにも関わらず個

人消費をはじめとした国内需要は依然として低迷を続け

ていた，そして，2001年に入ると，製造業を中心とした

IT関連産業の業績が軒並み悪化し，結局ITブームは短

命に終わってしまった．このことから，IT関連投資を

推進することが必ずしも景気と両立しないことが日本の

経験から明らかになっている．

　4）小野（1994）では，人々の消費意欲を促進させる新

製品開発の有効需要効果に注目している．それに対して

本稿では，新しい中間財を増やすことを通じて最終財企

業の生産性を上昇させる補助金政策の有効需要効果に注

目している．

　5）　消費意欲促進政策と有効需要との関係に注目した

小野（1994）と関連した研究として浄土（2000b）がある．

浄土（2000b）は，消費財の品質向上に影響を与える政策

の有効需要効果に注目しているが，結局消費からの効用

の効率性が上昇するだけで，有効需要はかえって悪化し

てしまうことを明らかにしている．

　6）　本稿のモデノレでは，中間財のバラエティに注目し

ているが，同様のモデルで消費財のバラエティに注目し

た研究として浄土（2000a）がある．浄土（2000a）は，　R＆

Dを内生化していないが，最終財企業の参入を促す政策

が有効需要刺激政策として有効であることを明らかにし

ている

　7）　本稿を通じて，大文字の変数は名目単位表示とし

小文字の変数は実質単位表示としている．

　8）特に断らない限り，すべての変数は時間の関数で

ある．

　9）Ono（2001）は，　Keynes（1936）が着眼した流動性

プレミアムの高止まりによる貨幣の退蔵が有効需要不足

をもたらすことを，完全予見を前提にした動学的一般均

衡モデルで再構築するために，（3）式で示される貨幣効

用の非飽和性を導入した．

　10）　（6）式で示される生産技術が持つ中間財の種類と

平均生産性との関係は，醇化による規模の経済性と呼ば

れている（この性質については，松山（1994）で詳しく解

説している）．これは，中間財の種類の範囲を刺激する

政策を考える上で重要なポイントになる．本研究では，

中間財の種類の範囲が拡大すると，結果として全体の中

間財供給が減少してしまうことに注目している．もしこ

の減少によって余った労働が他の部門で吸収されないな
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らば，結局失業という形で残ってしまうことが後の議論

で明らかにされる．

　11）　ここでのR＆Dへの参入行動の定式化は，Gros－

sman　and　Helpman（1991）に従っている．

　12）　ここでは，新しいデザインが発明され，それが設

計図として具現化されると，．特許法によりその設計図の

保有者は無限期間にわたって新しい中間財を独占的に供

給する権利が与えられると仮定している．

　13）　（22）式は，実現する雇用量が消費の大きさによ

って決まることをも意味している．

　14）　もし（30）式が成立しているならば，漉／〃z＝一πρ

＝ρ一β／パ（のくρとなり慢性的な有効需要不足に伴う

デフレーションによって実質貨幣残高が上昇し続けても，

その上昇率は主観的割引率によって常に抑えられる．
瑚は一定値σ／（ρσ）になることから，（30）式が成立して

いる条件の下では，横断性条件1im、．。。λ（吻十％9）exp

（一ρの＝0が常に保証されることがわかる．

　15）本稿のモデルでは，最終財企業に補助金を与え

ることで間接的にR＆D部門のイノベーションを刺激す

ることも可能である．具体的には，政府が最終財企業に

中間財を1単位購入することに一定の率で補助金を与え

るケースである．このケースでは，新製品開発の促進に

よる最終財企業の生産性上昇に加えて，中間財部門の労

働需要を刺激する効果が加わる．浄土（2001）は，後者の

効果が前者を上回り，労働市場における需給のインバラ

ンスの改善からインフレ率が上昇し，時間選好率の上昇

を通じて有効需要が増加することを明らかにしている．

　16）　ただし，最終財の平均生産性が中間財の種類の

範囲とは独立になるように（6）式を定式化し直すと，中

間財の種類の増加は，結果として全体の中間財供給に何

の影響も与えない（そのような定式化については，

Kiyotaki（1988）を参照されたい）．本稿では，経済全体

の生産性を向上させると考えられるIT産業刺激政策の

有効需要効果に注目しているため，（6）式で示される

Dixit　and　Stiglitz（1977）流のCES型の生産技術を採用

した．

　17）Grossrnan　and　Helpman（1991）のモデルにおい

ても，R＆Dへの補助金支出によって，結局全体の中間

財供給は犠牲になる。しかし，そこでは労働が中間財部

門からR＆D部門に移動しただけであり，それによって
失業は発生せず，むしろ成長率向上に寄与する．それに

対して本稿のモデルでは，生産性上昇により余った中間

財部門の労働が他の部門では吸収されず，結局失業とい

う形で残ってしまう．これが労働市場における需給のイ

ンバランスを拡大させ，それによりデフレが一層悪化し

てしまうのである．前者のケースは部門間の労働の配分

に注目したもので，後者のケースは生産性上昇の結果労
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働が余ってしまうことに注目したという点で，両者は本

質的に違うことに注意されたい．

　18）　本稿では，紙面の制約から効用分析は省略した，

ただし，補助金支出による有効需要効果と効用効果はあ

る条件のもとでは正の相関が成立することがわかってい
る．効用分析の数学的詳細については，浄土（2001）で証

明している．
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